
林 地 開 発 許 可 制 度 実 施 要 領

第１ 趣 旨

森林法（昭和２６年法律第２４９号。以下「法」という。）第１０条の２に

規定する林地開発許可制度は、大分県林地開発許可制度実施規則（平成１２年

大分県規則第９４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要領に

定めるところにより実施するものとする。

第２ 申請書等の提出

森林法第１０条の２第１項の許可を受け開発行為をしようとする者(以下｢開発

者｣という)は、次の書類を開発行為をしようとする森林区域(以下｢森林区域｣と

いう。)を主として所管する振興局長を経由し、知事に提出するものとする。

一 林地開発許可申請書及び、規則第２条に規定する図面

二 規則第３条に規定する計画書（第１号様式）及び関係図書

三 開発行為の施行の妨げとなる権利を有する者の同意書（第２号様式）

四 許可を受けようとする者が法人である場合は、その登記簿謄本、法人でな

い団体の場合は、代表者氏名並びに規約等

第３ 申請書等の受理

振興局長は、開発者から申請書等の提出があった場合は、所定形式を満足して

いれば、これを受理するものとする。

第４ 申請書の審査

申請書を受理した振興局長は、直ちに別に定める林地開発行為許可基準（以下

「許可基準」という。）に基づき内容の審査を行うとともに、別記１に定める期

間内で処理するものとする。

一 補正が必要な場合は申請者に文書により補正内容を指示するものとする。

ただし、補正内容が軽微な場合は口頭での指示とする。

二 前号により補正が終了し申請書の再提出があった場合は、受理日を審査表

に記録し、すみやかに再審査するものとする。

三 申請書を受理したときは、林業関係各種法令等の抵触及び補助金返還の

要否等について課内協議を行うものとする。

第５ 意見の照会

振興局長は、審査に並行し関係自治体の長及び排水先の河川管理者あて意見の

照会を行うものとする。

第６ 申請書の副申

振興局長は、現地調査及び審査を完了したときは林地開発許可審査調書（第３
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号様式）及び振興局長の意見書並びに第５の規定による意見書を添付し申請書を

農林水産部長（以下「部長」という。）に副申するものとする。（ただし、申請

が「土石の採掘」に係るもので、かつ１０ヘクタ－ル未満の開発行為の場合を除

く。）

第７ 許可の適否の決定

部長は、次の各号の手続きに従い審査し、許可の適否を決定するものとする。

ただし、申請が「土石の採掘」に係るもので、かつ１０ヘクタ－ル未満の開発

行為については振興局長が行うものとする。

一 申請書の副申を受けたときは、直ちに林業関係各種法令等の抵触及び

補助金返還の要否等について、部内協議を行うものとする。

二 審査は、許可基準の適合性について行うものとする。

三 申請に係る開発行為が別記２の大分県森林審議会（森林保全部会）の諮問

基準に該当する場合は、同審議会に諮問し、意見を聞くものとする。

第８ 許可等の通知及び報告

部長又は振興局長は、許可の決定をしたときは、指令書（規則第４条第１号様

式）に別記３の許可条件を付して、また不許可のときは指令書（第４号様式）を

開発者あて通知するものとする。

また、林地開発許可台帳（第５号様式。以下「台帳」という。）及び、林地

開発許可経過表（第６号様式）により申請から完了確認までの経過を記録し、

保存するものとする。

２ 部長は、前項の通知をした場合は、関係振興局長あて台帳等の写しを 添付

し、許可又は不許可した旨通知するものとする。

３ 振興局長は、第１項の許可又は不許可の決定をしたときは、指令書及び台帳

等の写しに関係書類を添えて部長あて報告するものとする。

第９ 許可条件履行調査及び指導

部長及び振興局長は、必要に応じて許可条件履行状況調査を行い、開発行為の

適正な履行を確保するための指導等を行うものとする。

２ 振興局長は、開発者から規則第１１条から第１５条の規定に基づく届出書の

提出があったときは、必要に応じて現地調査を行い、部長に申達するものとする。

第１０ 開発行為の計画変更

規則第１０条に規定する計画の変更は、次の各号に該当する内容とし、手続き

等については第２から第８の規定を準用するものとする。

一 開発目的を変更する場合

二 防災施設等の著しい変更、新設を必要とする場合

三 開発行為に係る森林の土地の面積が１ヘクタ－ル以上増加する場合
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第１１ 開発行為の完了の確認

部長は、規則第８条に規定する開発行為完了届書の提出があった場合は、すみ

やかに規則第９条の規定による開発行為に係る完了の確認を次により行うものと

する。

一 完了の確認の区分は次のとおりとする。

ア 完了確認

許可に係る全体区域が完了した場合とする。

イ 部分完了確認

工区区分がある場合又は開発行為に先行し施工された重要防災施設等の

確認を行う場合とする。

二 部長は、必要に応じて、許可条件の完了確認を振興局長に依頼することが

できる。

三 完了確認は、別記４の「完了確認の方法」により行うものとし、確認終了

後に完了確認調書（第７号様式）を作成するものとする。

四 部長又は振興局長は、完了確認の結果、手直し工事等の必要がある場合に

は、手直し指示書（第８号様式）により開発者に通知するものとする。

五 手直し工事に係る確認調査の事務処理は、第一号から第三号までの規定を

準用する。

第１２ 許可制度の適用のない開発行為

森林法第１０条の２第１項第１号から第３号に規定する許可を要しない事業を

行おうとする者は、林地開発行為報告書（第９号様式）に位置図、林地開発

計画書（第１０号様式）に必要な図書を添付し、知事に報告するものとする。

ただし、県道、農道、林道、市町村道等の専ら道路の新設及び改築を目的とし

た開発に関しては、第９号様式に位置図を添付し、知事に報告するものとする。

２ 林地開発行為報告書の提出があった開発行為については、提出者あて、林地

開発許可基準を添付し、許可制度の趣旨の徹底を図ることとする。

附 則

この要領は、平成１２年４月１日から適用する。

この要領は、平成１５年４月１日から適用する。

この要領は、平成１６年４月１日から適用する。

この要領は、平成１７年４月１日から適用する。

この要領は、平成１７年４月１日から適用する。

この要領は、平成２８年４月１日から適用する。
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別記 １

標準処理期間について

書類の受理から許可までの標準処理期間は、下記のように取扱うこととなって

いるので、９０日を越えないよう迅速に処理すること。

提 出 先 機 関 協 議 機 関 処 理 機 関

法令名
名 称 日 数 名 称 日 数 名 称 日 数

林地開発許可 振 興 局 ４５ 河 川 等 （１５） 森林保全課 ４５

ただし、補正指示から再提出の間の日数及び森林審議会開催のための日数はこ

の期間に含めないこととする

また、１０ヘクタ－ル以下の土石の採掘に係る開発行為は、振興局において

９０日を越えない期間で処理するものとする。
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別記 ２

森林審議会（森林保全部会）諮問基準

１．開発行為に係る森林の土地の面積が１０ヘクタ－ル以上の開発行為。

２．その他特に必要と認められる開発行為。

３．１に該当する開発計画が１０ ha を越える行為となる場合は、１０ ha を単位

として１０ ha を越えるごとに森林審議会に諮問する。
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別記 ３

許可に付する条件

許可された開発行為が本制度の趣旨に沿って適切に行われることを担保する重

要な役割を果たすものでありますが、森林の現に有する公益的機能を維持するた

めに必要最小限のものとし、不当な義務を課すものとならないよう留意し、事例

に即して条件として附すべき事項を決定する必要があるが、下記事項は許可の条

件の必須項目とする。

記

１．以下に定める条件に違反した場合は、この許可を取り消すことがあります。

（１） 開発行為は、申請及び添付図書の内容に従って行うこと。

（２） 大分県林地開発許可制度実施規則（平成１２年大分県規則第９４号。

以下「県規則」という。）を遵守するとともに、県担当者が県規則第

９条の確認及び県規則第１６条の調査を行う場合は、これを拒否しな

いこと。

（３） 開発行為を完了した時、又は中止若しくは廃止した時は、遅滞なく

知事に届出るほか、知事の指示に従い防災施設等を設置すること。

（４） 開発行為の計画を変更する時は、事前に協議し、必要あれば変更許

可申請を行うこと。

（５） 開発行為の施行中に災害が発生した場合には、適切な措置を講じる

と共に、遅滞なく知事に届出ること。

（６） 沈砂池の設置を先行し、切土・盛土又は捨土は、下流に対する安全

を確認した上で行うこと。

（７） 切土・盛土又は捨土は、強雨・台風来襲時等には、実施しないこと。

また、崩落流出のおそれがある場合には、防止措置を講じること。

（教示）

この処分に不服があるときは、処分の通知を受けた日から３月以内(通知を受けた日の
翌日から起算します。)に、知事に対して、行政不服審査法(平成26年法律第68号)第２条
に規定する審査請求をすることができます。

また、この処分については、処分の通知を受けた日から６月以内(通知を受けた日の翌
日から起算します。)に、知事を被告として、行政事件訴訟法(昭和37年法律第139号)第８
条に規定する処分の取消しの訴えを提起することができます。
ただし、不服の理由が、鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであるとき

は、上記審査請求に代えて、処分の通知を受けた日から３月以内(通知を受けた日の翌日
から起算します。)に、公害等調整委員会に対し、鉱業等に係る土地利用の調整手続等に
関する法律(昭和25年法律第292号)第25条第１号の規定により不服の裁定を申請すること
ができます。また、この場合における訴えについては、同法第50条の規定により、公害等
調整委員会による裁定に対してのみ提起することができます。
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別記 ４

第１ 完了確認の実施時期

林地開発許可は各種用地の造成が主体であり、建物等については許可の対象と

なっていない。

このため、林地開発行為の完了は、造成及び防災施設が出来上がった時点を

完了として差し支えないと考えられ、保安林解除における代替施設の確認時期が

これにあたる。

1.個別事業の完了時期

転用目的 完 了 確 認 時 点 細 部 的 な 取 扱 い

切取・盛土の法面保護工、コ 時期的及び特別な事由でコ－スの張芝が未済の

ゴルフ場 －スの張芝、建物敷の整地、排 場合で保全上支障がないと認められる時は、実態

水施設が完了した時点。 に応じて処理するものとする。

宅地造成 整地及び法面保護工、排水施 法面保護工は、計画地の周囲及び大規模な法面

設が完了した時点。 保護工とする。

別荘造成 取付道、排水施設が完了した 取付道には、計画区域内道路を含む。

時点。

道 路 路体（側溝、敷砂利を含む）

法面保護工完了時点。

農地造成 排水施設、圃場整地、法面保 圃場整地は、土砂の流出がないと判断される

護工完了時点。 時点。

土石の採掘 跡地の法面保護工完了時点。
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第２ 確認の方法

１．確認の範囲

確認の範囲は、原則として開発行為の許可申請書に添付する位置図、区域図

及び計画書に記載された事項とする。

２．量的な確認

１） 代替機能を満足し得るものであれば、局部的な数量の増減は許容出来

ものとする。

２） 筋工、柵工等数量の多い工種は、抽出確認とすることができる。

３） 確認時点で明視できない部分は、工程写真（寸法表示）等で判定する

ものとする。

具体的には、次表による。

工 種 等 確 認 の 要 点 具 体 例

1)施行目的を達し得る規模で 1)貯砂用えん堤等であれば有効高、有効幅の確認

あるかの寸法確認を行う。 を行う。

えん堤工類 2)構造物の安定計算上必要な この場合、基礎地盤の露出が早く、堤高が低く

寸法確認を行う。 なっても貯砂容量に変動がなければ許容できる。

2)コンクリ－トえん堤等では、安定計算の基礎と

なる放水路天端厚、上下流法勾配、堤高、放水路

断面等

1)背面土、背面法を抑止し、 1)高さ、延長の確認。

安定させるに必要な寸法確認 2)えん堤工に準ずる。

土 留 工 類 を行う。

2)構造物の安定上必要な寸法

の確認を行う。

地表水、暗渠等から誘導され 水路断面の寸法等。

水 路 工 類 た地下水を安全に流下し得る

断面の確認を行う。

地下浸透水を地表まで誘導し 主に写真による。

暗 渠 工 類 得る数量確認を行う。 （断面寸法）

土砂の流出を防止し得る寸法 有効高、延長。

柵 工 類 の確認を行う。

筋 工 法面の安定上必要な数量確認 施行間隔、単位面積当り延長等。

法面被覆工類 を行う。

(含む実播工)

安定に必要な勾配確認を行 法面勾配、小段、ベンチ高。

法 面 工 う。

植栽目的に合った数量確認 植栽間隔、本数、樹種。

植 栽 工 を行う。

残置目的を達し得る規模で 利用計画平面図に照らし、残置又は造成量及び幅

残置森林等 あるかの位置、幅、残置又は を確認する。

造成量を確認する。
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第３ 質的な確認

（１） 代替機能を満足できる強度であること。

（２） 計画書等で規定した規格、工法であること。

（３） 数量の多い工種は、抽出確認とすることができる。

（４） 確認時点で明視できない部分は、写真等で判定できる。

具体的には、次による。

工 種 確 認 の 要 点 具 体 例

堤体破壊が生じない程度の テストハンマ－による強度測測定を行う。

えん堤工類 品質確認を行う。 （材令 28 日強度で 18N/ 以上、コンクリ－ト

擁壁もこれに準ずる。）

躯体破壊が生じない程度の 例えば、鉄線蛇籠積工では、詰石は硬質で風化

土 留 工 類 品質確認を行う。 のおそれがなく、その大きさは網目径よりも大き

いか等を仕様書と対比して確認する。

漏水を最小限度に留め得る 例えば、半円コンクリ－ト等の水路にあっては

水 路 工 類 措置及び流末処理等の確認を 接続部の工法は適切か、末端の排水は保全上支障

行う。 のない箇所まで導いているか等。

地下水を容易に集水し、排 例えば、集水管暗渠工は底部に集水管を布設し

暗 渠 工 類 水できる仕様になっているか その上部を礫等を充填し、疎朶等で覆っているか

等を確認する。 等を仕様書と対比して確認する。

背面堆積土の流出防止上の 例えば、編柵工は帯梢が疎で、土砂の堆積機能

柵 工 類 機能を果たしているかを確認 を失していないか、杭の打ち込みが浅く土圧に耐

する。 え得るか等。

植生の活着及び発芽、生育 例えば、二次製品を用いた筋工等では、発芽が

筋 工 類 が可能かどうか等を確認する 良好で、生育が可能か否か。

法面の侵食を防止して、植 例えば、粗朶伏工の場合、実播した植生の発芽

法面被覆工 生の活着及び発芽、生育が可 及び生育が可能か等。

能かどうかを確認する。

活着状況を確認する。 植栽直後に確認する場合は、植付けについて充

植 栽 工 分配慮して実工しているか等。
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第１号様式（森林法施行規則第2条関係）

林 地 開 発 許 可 申 請 書

平 成 年 月 日

大分県知事 殿

住所

申 請 者 氏 名 印

(法 人 に あ っ て は 名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名 )

次 の と お り 開 発 行 為 を し た い の で 、 森 林 法 第 １ ０ 条 の ２ 第 １ 項 の 規 定

に よ り 許 可 を 申 請 し ま す 。

開 発 行 為 に 係 る 市 町
大字 字 番地

森 林 の 所 在 場 所 郡 村 外 筆

開 発 行 為 に 係 る

森林の土地の面積

開 発 行 為 の 目 的

開発行為の着手予定
平成 年 月 日

年 月 日

開発行為の完成予定
平成 年 月 日

年 月 日

備 考

注意事項

１．面積は、実測とし、ヘクタ－ルを単位として小数第４位まで記載すること。

２．備考欄には、開発行為を行うことについて行政庁の許認可その他の処分を必要とする

場合は、その手続きの状況を記載する。
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第 １ 号 様 式 （ 第 ２ 条 第 ２ 号 関 係）

林 地 開 発 計 画 書

（１）事 業 の 概 要

（２）用地選定理由

今期計画 全体計画

①開発行為に係る 森 林 の 土 地 の 面 積

（３）開 発 面 積 ②開発行為をしようとする森林の区域の面積

③開発行為に係る 事 業 区 域 の 面 積

調 達 方 法
資金総額

自己資金 借 入

（４）資 金 計 画
今 期 計 画

全 体 計 画

（５）防 災 計 画

（６）水の確保に関す
る計画

（７）環境の保全計画

（８）一時利用計画

注 意 事 項

１．(1)､(2)については、当該開発計画について、簡潔に記載すること。

２．(3)の①は開発面積、②森林の面積、③農地等を含んだ事業区域面積を記載のこと。

３．(4)については、当該開発計画についての総事業費及び調達方法について記載すること。

４．(5)､(6)､(7)については、開発計画の設計等にあたっての必要項目について記載のこと。

５．(8)については、一時利用後の復旧方法等について記載すること。

６．(3)から(8)の各項目とも、別途根拠資料を添付のこと。
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（３）付属様式－１

（１）開発行為に係る事業区域の用途別面積

(その１）

開 発 前 今 期 計 画

対 象 森 林 保 安 林 農 地 そ の 他 計

開 発 後 構 成 比
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（３）付属様式－１

(その２）

開 発 前 全 体 計 画

対 象 森 林 保 安 林 農 地 そ の 他 計

開 発 後 構 成 比
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（３）付属様式－２

　（２）開発行為をしようとする森林等の所在場所

　 （森林　森林以外）

（その２）

面　　積

（登記簿）

実　　測

（ha）

整
理
番
号

所　　　　　在　　　　　地

大字 字 地番 地目

森林面積の内訳（実測）

形　　　質　　　変　　　更
残　　　置
森　　　林一時利用 緑地 計
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（３）付属様式－２

　 （森林　森林以外）

（その２）

同意 権利の 同意 備　　　　考

の 種　類 の （関係法令の

状況 （抵当権等） 状況 許認可の状況）

整
理
番
号

森　林　所　有　者

住　　　　　所 氏　　　名 住　　　　　所 氏　　　名

登記済みの権利
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（４）付属様式－１

１ 期 別 資 金 計 画

期別区分
第 期 第 期 第 期 第 期 計 摘 要

科 目

支

出

収

入
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（４）付属様式－１

２ 開発行為者及び工事施工者

氏名（法人名） 住 所 （ 所 在 地 ） 担 当 者 連 絡 先 備考

開発行為者

設 計 者

工事施工者

３ 林地開発行為施行能力に関する申告

氏 名 住 所

( 名称及び代表者名) 所 在 地

法令等 建 設 業 法 資 本 金

による 宅地建物取引業法 主たる取引

登 録 そ の 他 金融機関

資産等の状況

税区分 法 人 税

納 事 業 税 市町村民税 固定資産税 そ の 他

年度区分 又は所得税

税 年度

(前年度)

額 年度

(前々年度)

職 員 数 事務職 名、技術職 名、労務職 名、 計 人

許可番号
事業名（工事名） 場 所 事 業 費 完成年月日

年 月 日

過去５年間の

開発行為に

関 す る

実 績

（注意事項）

１．主たる取引金融機関の残高証明、各税種別の納税証明を添附すること。

２．資産の状況欄は、これにかわる営業資本額調書及び収支計算所を添付すれば、記入を要しない。

３．その他各欄ごとの項目にかかわる書類を添付すれば記入を要しない。
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（４）付属様式－４

開 発 行 為 工 程 計 画 表

今期計画 着工年月日 年 月 日 完成予定年月日 年 月 日

全体計画 着工年月日 年 月 日 完成予定年月日 年 月 日 摘 要

年月

工種

注：横表もしくはＡ３用紙横でも可。

-18-



（５）付属様式－１

１ 切取盛土計画

区 分 種 類 勾 配 土 量 変化率 補正土量 摘 要

２ 法 面 計 画

区 分 法 高 小段幅／ｍ毎 土 質 勾 配 法面保護の方法

３ 擁 壁 計 画

構 造 安 全 率

区 分 Ｌ Ｈ Ｖ 標準断面又は安定計算 摘 要
(ｍ) (ｍ) (ｍ３) 転倒 滑動

注意事項
１．標準断面又は安定計算欄は、使用した方法を記入のこと。なお、

標準断面にあっては、図面を安定計算にあっては、計算書を添付する。

４ 設 計 雨 量 強 度

対 象 施 設 名 確 率 年 単 位 時 間 雨 量 強 度 摘 要

５ 使 用 し た 流 出 係 数

森 林 草 地 耕 地 裸 地
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（５）付属様式－２

１ 洪水調整池又は水路の改修計画

① 放流先水路の検討総括表

水 路 検 討 集 水 平 均 開発前(1/30) 開発後(1/30) 現況流下能力 判 定 1 判 定 2 水 害 発 生 の 洪水調整池

又 は ピ-ｸ流量(Q０) ピ-ｸ流量(Q１) (Ｑ) お そ れ の 設 置 の 摘 要

河 川 名 地 点 面 積 流 出 係 数 ／ｓ ／ｓ ／ｓ (Q/Q０) (Q/Q１) 有 無 必 要 性

開発前

開発後

② 洪水調整池計画

構 造 安 全 率 調 節 容 量 安 全 率

区 分 Ｌ Ｈ Ｖ 総 調 節 容 量 有 効 調 節 量 堆 砂 量 摘 要

(ｍ) (ｍ) (ｍ３) 転倒 滑動 ｍ３ ｍ３ ｍ３ 転倒 滑動

③ その他防災計画

施 設 の 名 称 仕様、規格等 数 量 摘 要
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（５）参考様式－７

１．水の確保に関する計画

（１） 開発計画における水需給の状況

用 水 の 種 類 需 給 対 象 水 利 権 者 同意の状況 代替水源の必要性 摘 要

（２） 代 替 水 源 計 画

水 源 の 種 類 数 量 給 水 ( か ん が い ) 能 力 摘 要

２．環 境 保 全 計 画

（１） 水質汚濁防止計画

排 水 の 種 類 放 流 先 管 理 者 同意の状況 処 理 施 設 摘 要

（２） 大気汚染防止計画

排 出 物 の 種 類 防 止 施 設 摘 要

（３） 騒 音 防 計 画

発 生 施 設 防 止 施 設 摘 要
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第 ２ 号 様 式（施行規則第２条第３号関係）

開 発 行 為 施 行 同 意 書

１ ． 開 発 行 為 者

２ ． 開 発 行 為 の 目 的

上 記 の 開 発 行 為 に つ い て 、 次 の 森 林 を 使 用 さ れ る こ と に つ い て は 、 異 議 な く

同 意 し ま す 。

開発行為をしようとする森林の所在場所

地 目 及 び 同 意 森 林 所 有 者 の
市町村 大 字 字 地 番 印

権利の種類 年 月 日 氏 名 住 所

注 意 事 項

１．権利の種類欄は、所有権、地上権、抵当権等について記載のこと。

２．森林所有者と所有権以外の権利者は別様とすること。
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第
３
号
様
式
（
第
６
関

係
）

そ
の
１

林
地

開
発

許
可

審
査

調
書

住
所

申
請

者
氏

名

開
発

行
為

の
目

的

開
発

行
為

に
係

る
事

業
又

は
施

設
の

名
称

森
林

計
画

区
名

所
在

場
所

市
町

南
海
部

大
字

字
番
地

郡
村

開
発
行
為
に

係
る
森
林
の

土
地
の
面

積
ha

面
積

開
発
行
為
に

係
る
森
林
の

区
域
の
面

積
ha

開
発

行
為

に
係

る
事

業
区

域
面

積
ha

開
発

後
の

用
途

面
積

百
分
率

ha
％

開
発

行
為

を
し

よ
う

事
業

用
地

と
す

る
森

林
面

積
の

残
地

森
林

用
途

別
内

訳

計

開
発行

為に
係る

森林
部分

着
工

平
成

年
月

日
完

了
平
成

年
月

日

工
事
計
画

全
体

着
工

平
成

年
月

日
完

了
平
成

年
月

日

用
地

費
千
円

所
要

経
費

工
事

費
千
円

そ
の

他
千
円

計
千
円

地
質

・
土

質
・

土
壌

・
傾

斜
・

標
高

・
降
水
量

・

地
況

湧
水

・
渓
流
の
状
況

開
発
行
為

を
し
よ
う

と
す
る
森

樹
種

・
混
交
歩
合

・
林

令
・

疎
密
度

・
蓄
積
(

ha
当

り
)
・

林
の
現
況

林
況

生
育
状
況

・
下
層
植
生

・
無
立

木
地

生
息

動
物

風
致

そ
の

他

周
辺
地
域

に
お
け

る
住
宅
、

農
地
、
道

路
、
公

園
そ
の
他

の
施
設
の

状
況

当
該
森
林

の
水
源

か
ん
養
機

能
に
直
接

依
存
す

る
地
域
の

水
需
給
の

状
況

周
辺
地
域

の
自
然

環
境
及
び

生
活
環
境

の
状
況

開
発
行
為

に
対
す

る
関
係
者

の
意
見

そ
の

他

調
査

者
職

氏
名

調
査

年
月

日
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第
３
号
様
式
（
第
６
関

係
）

そ
の
２

開
発

行
為

に
係

る
森

林

所
在

場
所

面
積

森
林

所
有

者

大
字

字
地

番
(
登

記
簿

)
住

所
氏

名

計

登
記

簿
の

権
利

同
意
の

法
令

に
よ

る
制

限
機
能
の

高

権
利
の
種

類
権

利
者

の
氏

名
状

況
名

称
内

容
い
森
林

そ
の
他
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第
３
号
様
式
（
第
６
関

係
）

そ
の
３

残
地
し

又
は

造
成

す
る

森
林

又
は

緑
地

所
在

場
所

面
積

森
林

所
有

者

大
字

字
地

番
(
登

記
簿

)
住

所
氏

名

計

登
記

簿
の

権
利

同
意
の

法
令

に
よ

る
制

限
機
能
の

高

権
利
の
種

類
権

利
者

の
氏

名
状

況
名

称
内

容
い
森
林

そ
の
他
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第
３
号
様
式
（
第
６
関
係
）

そ
の
４

事
業
計
画
の
内

容
審

査
結
果

事
項

審
査

結
果

理
由

Ⅰ
機
能
の
高
い
森
林
の

保
全

□
該
当
な

し
・

□
適

・
□

不
適

Ⅱ
一
般

１
計
画
内
容

の
具
体
性

□
有

・
□

無

的
事
項

２
開
発
行
為

に
係
る
森
林
に
つ
い
て
開
発
行

為
の
実
施

□
有

・
□

無

の
妨
げ
と
な

る
権
利
を
有
す
る
者
の
同
意

３
申
請
に
係

る
森
林
以
外
の
土
地
に
つ
い
て

事
業
の
妨

□
有

・
□

無

げ
と
な
る
権

利
を
有
す
る
者
の
同
意

４
開
発
行
為

又
は
開
発
行
為
に
係
る
事
業
の

実
施
に
つ

□
必
要

な
し

・
□

見
込
な
し

い
て
の
法
令

等
の
許
認
可
等

□
許
可
済

又
は
確
実

５
信
用

□
有

・
□

無

６
資
金
の
調

達
□

有
・

□
無

７
開
発
行
為

の
規
模

□
適

・
□

不
適

８
全
体
計
画

と
の
関
連

□
該
当

な
し

・
□

適
・

□
不
適

９
一
時
的
利

用
後
に
お
け
る
事
後
措
置

□
該
当

な
し

・
□

適
・

□
不
適

10
周
辺
地
域
の
森
林
施
業
に
対

す
る

配
慮

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

11
周
辺
地
域
の
住
民
生
活
及
び

産
業

活
動
へ

の
配
慮

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

12
残
置
し
又
は
造

残
置
す

る
森
林
に
係
る
権
利

□
有

・
□

無

成
す
る
森
林

又
は

緑
地
の
管
理

管
理

計
画

□
適

・
□

不
適
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第
３
号
様
式
（
第
６
関
係
）

そ
の
５

事
項

審
査

結
果

理
由

Ⅲ
災
害

１
切
土
、
盛

土
又

工
法

□
適

・
□

不
適

の
防
止

は
捨
土

捨
土

の
位

置
□

該
当
な

し
・

□
適

・
□

不
適

法
面

の
勾

配
□

該
当
な

し
・

□
適

・
□

不
適

法
面

に
お

け
る

小
段

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

法
面

に
お

け
る

排
水

施
設

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

擁
壁

の
設

置
箇

所
□

必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

擁
壁

の
構

造
□

適
・

□
不
適

そ
の

他
法

面
崩

壊
防

止
措

置
□

必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

法
面

保
護

措
置

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

２
え
ん
堤
等

流
出

土
砂

量
の

計
算

等
□

適
・

□
不
適

設
置

箇
所

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

構
造

□
適

・
□

不
適

３
排
水
施
設

水
理

計
算

等
□

必
要

な
し

・
□

適
・

□
不
適

設
置

箇
所

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

構
造

□
適

・
□

不
適

４
洪
水
調
整

池
等

水
理

計
算

等
□

必
要

な
し

・
□

適
・

□
不
適

設
置

箇
所

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

構
造

□
適

・
□

不
適

５
飛
砂
、
落

石
、
な
だ
れ
等
の
災
害
防
止
措

置
□

必
要

な
し

・
□

適
・

□
不
適

６
開
発
行
為

の
施
行
工
程
計
画

□
適

・
□

不
適
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第
３
号
様
式
（
第
６
関
係
）

そ
の
６

事
項

審
査

結
果

理
由

Ⅳ
水
の

１
水
量
の
確

保
□

必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

確
保

２
水
質
悪
化

の
防
止

□
必
要

な
し

・
□

適
・

□
不
適

Ⅴ
環
境

１
残
置
し
又

は
造

割
合

□
必
要
な

し
・

□
適

・
□

不
適

の
保
全

成
す
る
森
林

又
は

緑
地

位
置

□
適

・
□

不
適

幅
□

適
・

□
不
適

森
林

又
は

緑
地

の
造

成
方

法
□

該
当
な

し
・

□
適

・
□

不
適

２
景
観
の
維

持
対
策

□
必
要

な
し

・
□

適
・

□
不
適

総
合

□
適

・
□

不
適
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第４号様式

指令 第 － 号

住 所

氏 名

年 月 日付けで申請（変更許可申請）のあった林地開発行為については、

次の理由により許可できません。

年 月 日

大分県知事又は振興局長

１．開発行為の所在場所

２．開発地区の面積

３．開発行為の目的

４．許可することができない理由

（教示）

この処分に不服があるときは、処分の通知を受けた日から３月以内(通知を受けた日の翌日から起算し

ます。)に、知事に対して、行政不服審査法(平成26年法律第68号)第２条に規定する審査請求をすること

ができます。

また、この処分については、処分の通知を受けた日から６月以内(通知を受けた日の翌日から起算しま

す。)に、知事を被告として、行政事件訴訟法(昭和37年法律第139号)第８条に規定する処分の取消しの

訴えを提起することができます。

ただし、不服の理由が、鉱業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであるときは、上記審査

請求に代えて、処分の通知を受けた日から３月以内(通知を受けた日の翌日から起算します。)に、公害

等調整委員会に対し、鉱業等に係る土地利用の調整手続等に関する法律(昭和25年法律第292号)第25条第

１号の規定により不服の裁定を申請することができます。また、この場合における訴えについては、同

法第50条の規定により、公害等調整委員会による裁定に対してのみ提起することができます。
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市
町

大
字

字
番

地

郡
村

外
字

筆
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日

号
号

号

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

職
職

職

氏
名

氏
名

氏
名

理
由

年
　

　
月
　

　
日

原
　

　
　

　
　

許
　

　
　

　
　

可
第

　
１

　
回

　
変

　
　

更

林
　

　
地

　
　

開
　

　
発

　
　

許
　

　
可

　
　

台
　

　
帳

整
理

番
号

第
　

２
　

回
　

変
　

　
更

細
目

確
認

者
確

　
　

　
　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

認

特
　

　
　
記

　
　

　
事

　
　

　
項

工
期

～
～

確
認
者

着
手

年
月

日

完
了

年
月

日

確
認

者

～

現
地

調
査

年
月

日

許
可

番
号

許
可

年
月

日

指
　
令

　
森
　
保
　
第

開
発

行
為

に
係

る
森

林
の

土
地

面
積

開
発

行
為

に
係

る
森

林
の

区
域

面
積

開
発

行
為

に
係

る
事

業
の

区
域

面
積

指
　

令
　
森
　
保

　
第

指
　
令

　
森
　
保
　

第

廃
止

又
は
中

止
廃

止
□

申
請

年
月

日

答
申

の
内

容
措

置
状
況

審
 
議

 
会

諮
　

問

審
議

会

答
　

申

区
分

経
緯

工
事

施
工

者

中
止

□

住
　

 
所

又
は

所
在

地

開
 
発

 
者

所
在

場
所

目
 
 
 
 
 的

第
５

号
様

式
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許
　

　
可

用
途

区
分

％

－
号

号
号

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

ｈ
ａ

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平
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年

月
日
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成
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月

日
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成
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月

日
平
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年

月
日
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成

年
月

日
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成
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月

日
平

成
年
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日
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成
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月

日

平
成

年
月

日
平
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年
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日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

平
成

年
月

日
平

成
年

月
日

平
成

年
月

日

職
職

職

氏
名

氏
名

氏
名

第
５

回
変
更

開
　

発
　

行
　
為

　
に

　
係

　
る

　
森

　
林
　

の
　

用
　
途

　
別

　
面

　
積

年
月
日

現
在

進
捗

率
原

許
可

第
１

回
変

更
第

２
回

変
更

第
３

回
変

更
処

理
状

況

工
事

施
工

状
況

災
害

発
生

状
況

開
　

　
　

　
　

発
　

　
　
　

　
行

　
　

　
　

　
為

　
　
　

　
　

の
　
　

　
　

　
施

　
　

　
　

　
工
　

　
　

　
　

状
　

　
　

　
　
況

摘
　
要

災
害

発
生

年
月

日

発
生

理
由

及
び

状
況

第
４

回
変

更

計

整
理

番
号

0.
0
0
0
0

0
.
0
00
0

0
.
0
0
0
0

0
.
0
0
0
0

0
.
0
0
0
0

0
.
0
00
0

区
分

経
緯

第
　

３
　
回

　
変

　
　
更

第
　

４
　
回

　
変

　
　

更
第

　
５

　
回
　

変
　

　
更

指
　

令
　
森
　
保

　
第

許
可

年
月

日

開
発

行
為

に
係

る
森

林
の

土
地

面
積

許
可

番
号

指
　
令

　
森
　
保
　
第

指
　

令
　
森
　
保
　

第

開
発

行
為

に
係

る
森

林
の

区
域

面
積

開
発

行
為

に
係

る
事

業
の

区
域

面
積

～

着
手

年
月

日

完
了

年
月

日

申
請

年
月

日

現
地

調
査

年
月

日

工
期

～

確
認

者

特
　

　
　
記

　
　

　
事

　
　

　
項

確
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

認
確

認
者

確
認

者

～
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振
  

 興
  

 局
主

 　
管

 　
課

森
　

　
林

完
　

了
摘

要

審
 議

 会
着

手
予

定
完

了
予

定
確

　
認

受
付

年
月

日
受

付
年

月
日

年
 月

 日
着

　
　

手
完

　
　

了
年

月
日

（
関

係
法

令
）

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

①
①

①

②
②

②

③
③

③

番
号

申
請

者
住

所
・
氏

名
前

回
申

請
目

的
増

減
申

請
年

月
日

　
（
　

林
　

地
　

開
　

発
　

許
　

可
　

申
　

請
　

経
　

過
　

一
　

覧
　

表
　

）

第
６

号
様

式

開
発

所
在

地

面
積

許
可

番
号

今
回

申
請

工
期
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第７号様式（要領第１１第３号関係）

林 地 開 発 完 了 確 認 調 書
許可年月日 平成 年 月 日 開発地区の

番 号 指令 第 － 号 所 在 場 所

開発地区の 開発行為の

面 積 目 的

自 年 月 日

開 発 者 工 事 期 間

至 年 月 日

工事施工者

完 了 確 認

完成年月日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

完了確認者 立 会 人

職 氏 名 氏 名 印

計 画 概 要

実 施 完 成 手 直 し 等 意 見

計

上記のとおり完了確認をしました。

平成 年 月 日

完了確認者職氏名 印

大分県知事 殿

農林水産 審 議 監 森林保全 班総括 班員
部 長 課 長
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第８号様式

第 号

平成 年 月 日

殿

振興局長

林地開発行為に係る手直し工事指示書

年 月 日に実施した林地開発完了確認の結果、下記工事について手直し

の必要があるので、すみやかに実施するよう通知します。

なお、手直し工事完了後は、すみやかに完了届（大分県林地開発許可制度実施規則

第７条に定める第４号様式を準用）を提出してください。

記

許可年月日・番号 年 月 日・指令 第 － 号

開発区域の所在

開発区域の面積 ヘクタール

開発行為の目的

立 会 人 の 氏 名

手

直

し 工事の内容

工

事

工 事 期 間 年 月 日～ 年 月 日

備 考
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第９号様式

林 地 開 発 行 為 報 告 書

大分県知事 殿

住 所

申請者氏名 印

(法人にあっては名称

及び代表者の氏名)

次のとおり開発行為をしたいので、林地開発許可制度事務実施要領第１２条の規定

により報告します。

開 発 行 為 に 係 る 市 町 大字 字

森 林 の 所 在 場 所 郡 村 番地外 筆

開 発 行 為 に 係 る 森 林 の 土 地 の 面 積 ha
開発行為に係る面積 開発行為をしようとする森林の区域の面積 ha

開 発 行 為 に 係 る 事 業 区 域 の 面 積 ha

開 発 行 為 の 目 的

開発行為に要する 今期 自 平成 年 月 日～ 至 平成 年 月 日

期 間 全体 自 平成 年 月 日～ 至 平成 年 月 日

担当部所名 担当者職氏名

開 発 行 為 担 当 者 連絡先電話

備 考

注意事項

１．面積は、実測とし、ヘクタールを単位として小数第４位まで記載すること。

２．開発行為に係る森林の位置図を添付のこと。
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第１０号様式

林 地 開 発 計 画 書

事 業 の 概 要

用地選定理由

今 期 計 画 全 体 計 画

①開発行為に係る 森 林 の 土 地 の 面 積

開 発 面 積 ②開発行為をしようとする森林の区域の面積

③開発行為に係る 事 業 区 域 の 面 積

防 災 計 画

水の確保に関

する計画

環境の保全計画

備 考

注 意 事 項

１．事業の概要、用地選定理由欄については、当該開発計画について、簡潔に記載すること。

２．開発面積欄①は開発面積、②森林の面積、③農地等を含んだ事業区域面積を記載のこと。

３．防災、水の確保、環境の保全計画欄については、開発計画の設計等にあたっての必要項目に

ついて記載のこと。

４．利用計画図等を添付のこと。
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第１０号様式（その２）

　（１）開発行為をしようとする森林等の所在場所

面　　積

（登記簿）

実　　測

（ha）

森林面積の内訳（実測）

形　　　質　　　変　　　更

一時利用 緑地 計

整
理
番
号

所　　　　　在　　　　　地

大字 字 地番 地目
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参 考 様 式

参考様式－１ 実施要領第４第１号の補正指示様式

参考様式－２ 実施要領第４第３号の振興局内協議様式

参考様式－３－１ 実施要領第５の自治体への意見照会様式

参考様式－３－２ 実施要領第５の河川管理者への意見照会様式

参考様式－４ 実施要領第５の農林水産部内協議様式

参考様式－５ 規則第４条第７号の排水計算表

参考様式－６ 規則第４条第７号の土砂貯留施設計画計算表
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参考様式－１

                             林地開発許可申請審査表
 他法令  審議会  決裁区分

 開発行為に係る森林の土地の区域   　　　　  ha  □ 要  □ 部長

 開発行為の   　　　　  ha  □ 不要  □ 局長

 所在場所  開発行為に係る事業区域の面積    　　　　 ha

 申請書受理  審  査  者

 No1  本書は、このまま添付のうえ再提出してください。

 番号

 林

(1)申請者住所氏名

 地

 開 (2)開発行為に係る森林の所在場所

 発

(3)面積

１  許

 □有･□要添付･□不要

 可 (4)目的

 申

(5)工期

 請

 書 (6)備考

２  目次  □有･□要添付･□不要

３  位置図  □有･□要添付･□不要

 区 (1)方位

(2)今期･全体計画の区域･市町村境界

(3)地番界及び地番

４

 域 (4)開発行為に係る森林の土地の区  □有･□要添付･□不要

   域

(5)残置森林の区域

(6)保安林の区域

 図 (7)森林以外の土地の区域

 公 (1)今期及び全体計画の区域

５  □有･□要添付･□不要

 図 (2)事業区域及び隣接地番

６ 　　現況写真  □有･□要添付･□不要

 林  開第 (1)事業の概要

 地 1

 開 号 (2)用地選定理由

 □有･□要添付･□不要

７  発 様

(3)開発面積

 計 式

 画 (4)資金計画

書

 補正事項

 面                             積

 開発行為をしようとする森林の区域の面積

 目      的

 申請者

 審      査

形　 式 　審 　査 区                              分
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Nｏ２
 番号  区                              分 補 正 事 項 形 　式　 審　 査

 □有･□要添付･□不要

(7)環境の保全計画

(8)一時利用計画

８  □有･□要添付･□不要

９  □有･□要添付･□不要

１ 期別資金計画

開発行為者

設計者

１０ 工事施工者  □有･□要添付･□不要

残高証明書・納税証明書等の添付  □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

職員数

過去５年間の開発行為に関
する実績

(5)防災計画

(6)水の確保に関する計画　　

開発行為をしようとする森林等の所
在場所

資
　
　
　
金
　
　
　
計
　
　
　
画

２
開
発
行
為
者
及
び
工
事
施
工
者

３
林
地
開
発
行
為
施
行
能
力
に
関
す
る
申
告

開発行為工程計画表

資産等の状況

開発行為に係る事業区域の用途別面積

林
地
開
発
計
画
書

第
１
号
様
式

納税額

氏名及び住所・所在地

法令等による登録

資本金主たる取引金融機関
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№３

番号 補 正 事 項 形 式 審 査

(1) 切取盛土計画

不足土の調達及び
残土の処理計画

(2) 法面計画

(3) 擁壁計画

(6)
１放流先水路の
　検討総括表

２洪水調整池計画

３その他防災計画

(1) 開発計画におけ

１２ る水需給の状況

(2) 代替水源計画

　
(1) 水質汚濁防止計画

１３

１４

（森林所有者）

（所有権以外）

□有・□要添付・□不要

１５

１６

１７

１８

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

流
出
土
砂
計

算
表

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

□有・□要添付・□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

 □有･□要添付･□不要

水
の
確
保
に
関

す
る
計
画

環
境
保
全

計
画

開
発
行
為
を
し
よ
う
と
す
る
森
林
の
権

利
関
係
に
関
す
る
書
類

境
界
確
認

書

残
置
森
林

誓
約
書

設

計

根

拠

書

類

区 分

洪

水

調

整

池

又

は

水

路

の

改

修

計

画

（１）土地登記簿謄本

１１

防

災

計

画

(4)設計降雨強度

(5)流出係数

(2)大気汚染防止計画

(3)騒音防止計画

（１）土量計算書

（５）印鑑証明

（２）土地売買契約書

（３）開発行為施行同意書

（４）開発行為施行同意書

（１）開発行為に係る森林の所在場所

（２）開発行為をしようとする区域・面積

（３）残置森林等の内容

（４）防災施設の種類、数量及び位置
（５）誓約条項

②排水放流先水路

③洪水調整池

④改修に係る水路

（
４

）
水
理
計
算
書

（２）面積計算書

（３）各種安定計算書

①排水施設計算書
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 No4  

 番号  区                              分 補 正 事 項 形 式 審 査

（１）現況図  □有･□要添付･□不要

（２）流域現況図  □有･□要添付･□不要

( 4)利用計画図No１  □有･□要添付･□不要

( 4)利用計画図No２  □有･□要添付･□不要

（５）法面保護工図  □有･□要添付･□不要

１９ （６）縦・横断図  □有･□要添付･□不要

（７）防災施設平面図  □有･□要添付･□不要

（８）防災施設構造図  □有･□要添付･□不要

（９）集水区域図  □有･□要添付･□不要

（１０）建築部構造図  □有･□要添付･□不要

（１１）丈量図  □有･□要添付･□不要

図
　
　
　
　
　
面
　
　
　
　
　
関
　
　
　
　
　
係
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 参考資料

 番号  区                              分 補 正 事 項  形　式　審　査

１  事業費積算根拠 □有･□要添付･□不要

２  林地開発行為施工能力に関する申告書 □有･□要添付･□不要

 そ

 の (1)利害関係者の同意書 □有･□要添付･□不要

 他

３  同

 意 (2)隣接土地所有者の同意書 □有･□要添付･□不要

 関

 係

他に □有･□要添付･□不要

法関

令す

４ のる □有･□要添付･□不要

許書

認類

可 (3)協議書又は､協定書写 □有･□要添付･□不要

 その他必要な書類  □有･□要添付･□不要

 事前相談等 申請書返却サイン

 事前相談等

 補正指示

 再提出

 補正指示

 再提出

 補正指示

 再提出

 補正指示

 再提出

 補正指示

 再提出

 補正指示

 補正完了

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

５

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月　　日

(1)他法令及び公共施設に関する
許認可･協定一覧表

(2)他法令に関する許認可証の写

平成　　年　　月　　日

-43-



参考様式－２

　新　　規 平成 年 月 日
　林地開発担当

　変　　更 森林管理班

○ ｈａ （ ｈａ ）
○ ｈａ （ ｈａ ）
○ ｈａ （ ｈａ ）

課

林 地 開 発 許 可 申 請 に 伴 う 協 議 表

目的

今回 前回
開発行為に係る森林の土地の面積：
開発行為をしようとする森林の区域の面積：
開発行為に係る事業区域の面積：

目 　的
事業名

場　　　所 申請者

室・班名 該当の有無 該当事項（法令等による許認可・承諾等の必要性、補助金の返還、問題点、意見、条件等） 担当者印

林
務
管
理
課
関
係

森林・林業企画班 □ 有 □ 無

林　　　道　　　班 □ 有 □ 無

林業経営支援班 □ 有 □ 無

林
産
振
興
室

木材振興流通
対策班

□ 有 □ 無

椎茸振興班 □ 有 □ 無

森
林
保
全
課
関
係

治　　　山　　　班
□ 有 □ 無

（保安林関係）

森
と
の
共
生

推
進
室

森づくり推進班 □

（山地災害危険地区関係）

林 地 保 全 班
□ 有 □ 無

有 □ 無

森林環境保護班 □ 有 □ 無

森
林
整
備
室

造林・間伐班 □ 有 □ 無

県
営
林
整
備
班

県　　営　　林 □ 有 □ 無

協　議　結　果

県　民　の　森 □ 有 □ 無
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参考様式－３－１

第 号

平成 年 月 日

殿

振興局長

森林法第１０条の２第１項に定める林地開発行為の許可について（照会）

森林法第１０条の２第６項に基づき、下記開発行為について、貴職の意見を承りた

く照会します。

記

１．申請者

２．開発地の所在

３．開発目的

４．開発行為に係る森林の土地の面積

５．開発計画の概要

別紙 １）林地開発計画書写し

２）位置図写し

３）利用計画図写し
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参考様式－３－２

第 号

平成 年 月 日

河川管理者

殿

大分県知事又は振興局長

林地開発許可申請に伴う河川管理者との協議について

上記のことについて、下記のとおり申請があったので林野庁長官通達「開発行為の

許可と他の制度による許認可との調整について（平成３年７月２５日）」第５項によ

り関係書類を添えて協議します。

記

開発申請者

開発申請地

開 発 目 的

開 発 面 積

（添付書類）

１．事業計画書

２．位置図

３．流域現況図

４．水理検討書

５．その他河川管理者が必要とする図書
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参考様式－４

　新　　規 平成 年 月 日
　林地開発担当

　変　　更 林地保全班

○ ｈａ （ ｈａ ）
○ ｈａ （ ｈａ ）
○ ｈａ （ ｈａ ）

課

□ 無

□

□ 有

造林・間伐班

県　　営　　林

県　民　の　森

有

協　議　結　果

森
林
保
全
課

森
林
整
備
室

県
営
林
整
備
班

無

無

□ 有 □ 無

□ 無

□

□ 有 □

□ 有 □ 無

森林環境保護班

森
と
の
共
生

推
進
室

林 地 保 全 班

（保安林関係）

森づくり推進班 □ 有

治　　　山　　　班

（山地災害危険地区関係）

□ 有 □ 無

□ 有 □ 無

無

□ 有 □ 無

□ 有 □

椎茸振興班

林
産
振
興
室

林業経営支援班

林
務
管
理
課

森林・林業企画班

木材振興流通
対策班

林　　　道　　　班 無

□ 有

□ 有 □

□ 無

申請者

担当者印室・班名 該当の有無 該当事項（法令等による許認可・承諾等の必要性、補助金の返還、問題点、意見、条件等）

目 　的
事業名

場　　　所

開発行為に係る事業区域の面積：
開発行為をしようとする森林の区域の面積：

前回今回

林 地 開 発 許 可 申 請 に 伴 う 協 議 表

開発行為に係る森林の土地の面積：

目的
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参
考

様
式

－
５

排
水

施
設

計
算

表
水

路
集

水
追

加
面

積
林

地
草

地
耕

地
裸

地
面

積
(h

a)
(h

a)
(h

a)
(h

a)
(h

a)
番

号
(h

a)
管

直
径

(m
)

（
管

直
径

）
台

  
形

(m
)

上
幅

ａ
＝

ｍ
2

Ａ
＝

h
a

　
　

　
　

高
さ

下
幅

ｐ
＝

ｍ
ｎ

＝
１

／
ｎ

＝
ｆ＝

Ｖ
＝

ｍ
/
se

c
Ｒ

＝
ａ
/
p＝

Ｒ
^(

2
/
3
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率
ｒ＝
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m

/
h
r

Q
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＝

ｍ
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/
se

c
  
  
  
 （
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）
Q
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se

c
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直
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管
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）
台

  
形
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)

上
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ａ
＝

ｍ
2

Ａ
＝

h
a

　
　

　
　

高
さ

下
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ｐ
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ｍ
ｎ
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Ｖ
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考
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水
　

区
　

域
　

の
　

利
　

用
　

区
　

分

1
/
3
6
0
 ＊

 ｆ
 ＊

 ｒ
 ＊

 Ａ

雨
　

水
　

流
　

出
　

量
　

(Ｑ
1
＝

ｍ
3
/
se

c
)

排
　

水
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設
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＊
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（
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１
／
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)＊

I^
(1
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参
考

様
式

－
６

構
　

造

裸
　

地
耕

　
地

草
　

地
林

　
地

h
a
当

た
り

流
出

土
砂

量
期

間
土

砂
量

h
a
当

た
り

流
出

土
砂

量
期

間
土

砂
量

h
a
当

た
り

流
出

土
砂

量
期

間
土

砂
量

W
×

L
×

H

(
h
a
)

(
h
a
)

(
h
a
)

(
h
a
)

(
h
a
)

(
ｍ

3
/
年

)
(
年

)
(
ｍ

3
)

(
ｍ

3
/
年

)
(
年

)
(
ｍ

3
)

(
ｍ

3
/
年

)
(
年

)
(
ｍ

3
)

(
ｍ

3
)

(
ｍ

)
(
ｍ

3
)

集
　

水
　

区
　

域
　

の
　

状
　

況

裸
　

地
貯

砂
施

設
記

号
区

分
種

　
類

計
集

　
水

面
　

積

利
　

用
　

区
　

分
草

地
（

耕
地

含
む

）
林

　
地

流
　

出
　

土
　

砂
　

貯
　

留
　

施
　

設
　

計
　

画
　

計
　

算
　

書

貯
砂

量
安

全
率

浚
渫

計
画

流
　

出
　

土
　

砂
　

量
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参考様式－８

残置森林等及び防災施設の維持管理に関する誓約書

平成 年 月 日

大分県知事 殿

住 所
開 発 者

氏 名 印

住 所
森林所有者

氏 名 印

次の残置森林等及び防災施設について下記のとおり維持することを誓約します。

１．開発行為に係る森林の所在場所

２．開発をしようとする区域及び面積

別図のとおり (ha)

３．残 置 森 林 等 の 内 容

別図のとおり

区 分 森 林 緑 地

樹種等 内 容 残 置 造 成 残 置 造 成

面 積

本 数 等

成立間隔等

面 積

本 数 等

成立間隔等
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４．防災施設の種類、数量及び位置

別図のとおり

防 災 施 設 の 種 類 規 格 単 位 数 量 備 考

記

[ 例 ]

（残置森林等の保存）

１．残置森林等は他の目的には一切転用しません。

（残置森林等の維持管理）

２．残置森林等の維持管理は、災害の防止、水源かん養及び環境の保全等森林及び緑地の

多角的公用の増進に努めるとともに、残置・造成森林のうち ha（別図のとお

り）を保安林に指定します。

（地域森林計画の遵守）

３．残置・造成森林は、地域森林計画に即して施業を行います。

（改植、補植及び再造林の実施）

４．残置森林のうち、補植又は改植を必要とする箇所には、現地に適合した樹種を適期に

植栽するとともに、残置・造成森林において災害等で被害を受け、健全な成育ができな

くなった場合には、ただちに再造林を行います。

（ 保 育 の 実 施 ）

５．造成森林・緑地については、活着するまでの間、山水等の措置を講じ、残置森林等に

ついては、下刈、つる切り、枝打ち、除伐、間伐、病害虫の防除等必要に応じて適切な

保育作業を行います。

（ 立 木 の 伐 採 ）

６．残置森林等の立木を伐採する場合は、森林法第１０条の８の規定により、伐採の

届出書を提出します。
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（防災施設の維持管理）

７．防災施設の維持管理については、責任をもって日常の巡視を行うとともに災害等が

発生しないよう機能維持に留意し、破損したときは速やかに修復し当初の安全度を確保

します。

（ 誓 約 書 の 承 継 ）

８．残置森林の所有権その他森林等を利用する権利を他に譲渡したときは、この誓約事項

を当該権利者に承継します。

（別荘地等の分譲販売）

９．分譲区画販売を行うときは、売買契約書に次の項目を付します。

（１） 分譲区画内の土地の形質変更は３０％以内にとどめるものとし、当該形質変更

により周辺の地域において土砂の流出、崩壊又はいっ水その他の災害が発生する

ことのないよう、切土、盛土、捨土の工法、法面崩壊防止措置及び排水施設とそ

の流末処理等十分安全なものとし、善良な管理を行うこと。

（２） 分譲区画内に７０％以上の緑地を確保すること。

（注意事項）

１．その他森林の機能の維持に必要な事項を事案に即して明記するものとする。

２．大分県林地開発許可制度実施規則第４条第１号のヌの「善良に維持管理されることが

明らかであること」とは、申請者が権限を有していることを原則とする。
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